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はじめに～揖斐川町特定地域排水処理事業経営戦略の概要～ 

（１）経営戦略改定の趣旨 

全国の多くの地方自治体で、下水道事業の経営は厳しい状況に置かれています。人口減少による使

用料収入の減少や、高齢化による国や地方自治体の社会保障関連支出の増加といった状況下、収

入が限定的な中で下水道施設の維持管理や更新投資、あるいは整備途上の地方自治体においては

新規整備を行っていく必要があるためです。この結果、多額の地方債残高や一般会計からの繰入金へ

の依存が問題となっています。 

本町においては、下水道の整備が比較的最近であることから、更新投資が目前に迫っている状況で

はないものの、整備が完了した下水道を今後も持続的に運営できるように、維持管理と財源のバランス

を確立していく必要があります。また、下水道事業は公営企業で行っている事業であることから、公費負

担すべき部分は一般会計から受け入れることを前提としながらも独立採算での経営が求められるうえ、町

の財政も厳しいことから、町の負担をできるだけ少なくしていくことが必要です。このような課題に対応しな

がら、中長期的に事業を継続していくための基本方針として、令和２年に揖斐川町特定地域生活排

水処理事業経営戦略を策定しました。その後の経営環境の変化を踏まえ、改めて収支の推計等を行

い、経営戦略を改定することとしました。なお、令和５年４月より、地方公営企業法を適用しています。 

 

 

（２）計画期間 

本経営戦略の計画期間は、令和７年度から令和 16 年度までの 10 年間としています。 

これは、経営戦略策定の目的が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営

の基本計画の策定であるためです。 
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１．事業概要 

（１）事業の現況 

① 施設 

供 用 開 始 年 度 

（ 供 用 開 始 後 年 数 ） 
平成 18 年度 

（19 年経過） 

法適（全部適用・一部適

用 ） 

非 適 の 区 分 

全部適用 

処 理 区 域 内 人 口 密 度 
特排 1.83 人/ha 

流 域 下 水 道 等 へ の 

接 続 の 有 無 
  無 

処 理 区 数 １処理区(農業集落排水処理、公共下水道処理区以外） 

処 理 場 数  283（令和５年度末現在） 

広域化･共同化･最適化 

実 施 状 況 
特になし 

② 使用料 

一般家庭用使用料体系の 

概 要 ・ 考 え 方 

基本料金と使用人員による加算料金の合計額に消費税等を加算した額 

基本料金 4,000 円/月  加算料金 1 人 400 円/月 

※加算人員の算定は、住民基本台帳によるものとし、基準日は毎月 1 日と

する。 

業 務 用 使 用 料 体 系 の 

概 要 ・ 考 え 方 

 一般世帯以外は、建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理人員算定基

準（JIS A 3302 2000）に基づき算定する。 

そ の 他 使 用 料 体 系 の 

概 要 ・ 考 え 方 

使用者が使用月の中途において個別排水処理施設の使用を開始した場合

の使用料は、使用日数が 14 日以下の場合は月使用料金の半額とし、15

日以上の場合は月使用料金の全額として算定する。 

 

条例上の使用料 

(3 人家庭の場合) 

令和４年度 5,720 円 実質的な使用料 

(3 人家庭の場合) 

令和４年度 5,720 円 

令和５年度 5,720 円 令和５年度 5,720 円 

令和６年度 5,720 円 令和６年度 5,720 円 

③ 組織 

下水道部局は産業建設部に所属し、平成26年4月に今まであった水道課と下水道課を上下水道

課に統合し、効率的な業務の遂行に向けて組織改革を行い、事務係・施設管理係・事業係の 3 係

制として、事務分掌の見直しを行いました。 
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④ 民間活力の活用等 

民間活用の状況 

ア 民間委託 

   （包括的民間委託を含む） 

施設管理について民間企業へ委託を

行っている 

イ 指定管理者制度 なし 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 今後実施を検討する 

資産活用の状況 

ア エネルギー利用 

   （下水熱・下水汚泥・発電等）  
なし 

イ 土地・施設等利用 

   （未利用土地・施設の活用等）  
なし 
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（２）経営比較分析表を活用した現状分析 

令和５年度の本町の経営比較分析表1は別添のとおりです。この経営比較分析表は、総務省から

の通知によって策定及び公表を行っているものであり、数値とグラフは地方公営企業決算状況調査に

基づき総務省が作成しています。 

分析表では、経営の収益性・健全性・効率性の観点から、本町の今後の経営を考えるうえで特に

ポイントと考えられる指標を取り上げています。 

 

① 収益性 

【経費回収率】（下水道使用料÷汚水処理費（公費負担分を除く）×100） 

経費回収率は、使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標です。 

経費回収率は、令和５年度の特定地域生活排水処理事業は 59.76%であり、全国平均

53.65％、類似団体平均 56.06％を上回る数値でありますが、今後の未納対策による更なる使用

料の確保にも努め、100%以上になるよう経営の健全化を図ります。 

 

図表：経費回収率（経営比較分析表より） 

 

 

  

 

1 経営比較分析表とは、経営指標の経年比較や他公営企業との比較を行い、現状や課題等を的確

に把握するとともに、住民の皆様などにわかりやすく説明するため、策定し公表を行っているものです。この

経営比較分析表は、総務省からの通知によって策定及び公表を行っているものであり、数値とグラフは

地方公営企業決算状況調査に基づき総務省が作成しています。 

 

凡例 

■：揖斐川町の値（当該値） 

―：類似団体平均（平均値） 

【】：令和５年度全国平均 
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② 健全性 

【経常収支比率】（（営業収益＋営業外収益）÷（営業費用＋営業外費用）× 100） 

経常収支比率は、経常収益（営業収益＋営業外収益）に対する、経常費用（営業費用＋営

業外費用）の割合によるもので、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や

支払利息等の費用をどの程度賄えるかを表す指標です。 

類似団体の実績が 96.95％であるのに対し、本町では105.75％となっており、類似団体と比較す

ると 100％を超える水準となっており、健全性が高いといえます。ただし、一般会計からの繰入金の比

率が高いことも考えられるため、繰入金に対する依存度にも注視する必要があります。 

 

図表：企業債残高対事業規模比率（経営比較分析表より） 

 

 

  

凡例 

■：揖斐川町の値（当該値） 

―：類似団体平均（平均値） 

【】：令和５年度全国平均 
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③ 効率性 

【水洗化率】 （現在水洗便所設置済人口÷現在処理区域内人口 × 100） 

水洗化率は、現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の

割合を表した指標です。 

類似団体の実績は 90.57％、全国平均が 85.31％であるのに対して、本町では直近の令和 5 年

度で 55.10％と低い傾向にあります。水洗化率の低さは、発生した経費を使用料で回収できていない

ことも示唆しており、経費回収率の悪化にも影響していることが読み取れます。 

   

図表：水洗化率（経営比較分析表より） 

 

 

  

凡例 

■：揖斐川町の値（当該値） 

―：類似団体平均（平均値） 

【】：令和５年度全国平均 
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２．将来の事業環境 

（１）人口の見通し 

人口について、国立社会保障・人口問題研究所が公表している「地域別将来推計人口（令和５

（2023）年推計」を参考として推計しました。 

 

図表：人口の見通し（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理区域内人口については、今後人口の減少に伴い減少していくものと推計しており、設置基数は

増加を見込まず、一定として推計しています。しかし今後、人口減少に伴い、設置基数当たりの人口の

減少や、設置基数自体の減少も考えられます。引き続き、使用料収入の確保のために補助金等による

合併浄化槽の設置の推進への取組を行うことが必要です。 
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図表：処理区域内人口の見通し（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）有収水量の見通し 

本町における有収水量の見通しは下図の通りです。今後５年間は接続数の増加により、人口は減

少傾向にあるものの、有収水量は微増を見込んでいますが、その後は人口の減少に合わせて、有収水

量も減少する見込みです。 

 

図表：有収水量の見通し（単位：㎥） 
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（３）使用料収入の見通し 

使用料収入は、処理区域内人口は減少が見込まれるものの、令和 10 年までは接続の推進に伴い

設置基数の増加が見込まれます。それに伴い、使用料収入も微増するものと見込んでいますが、その後

は人口の減少に伴い設置基数・使用料収入も減少していくものと見込んでいます。 

 

図表：使用料収入の見通し（単位：百万円、個） 
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（４）施設の見通し 

浄化槽整備においては、整備開始より20年近くが経過しました。一般的に浄化槽の耐用年数は28

年といわれており、今後 10 年以内に更新投資が必要になることが見込まれます。今後は、ライフサイクル

コストを可能な限り小さくするため、点検や整備を適切に行い、長寿命化を検討し、計画的な更新に努

めます。 

 

図表：建設改良費の見通し（令和６年度から令和 16 年度まで）（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）組織の見通し 

平成 26 年 4 月に水道課と下水道課を上下水道に統合し、効率的な業務の遂行に向けて組織改

革を行いました。水道事業、下水道事業ともに法適化を行い、組織上も一体的に運営しており、今後

も継続的に効率的な業務の遂行を行います。 
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３．経営の基本方針 

（１）適切で計画的な事業執行 

 生活環境の改善、河川などの公共用水域の水質保全と衛生環境の向上のため、限られた財政の中、

適正な事業計画と財政計画を基本に経営を行っていきます。また、公営企業会計適用により独立採算

性及び透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供できるよう進めていきます。 

 

（２）効率的な事業執行 

業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組みます。これまでと同様に民間委託の活用により業務

効率を図りつつ、将来的には包括的民間委託等により効率的な民間活用について検討します。 

 

（３）収入の確保と負担の適正化 

財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図ります。財源の確保の

ため収納率向上と共に、適正な使用料水準について検討します。 

 

（４）水洗化の促進 

 公共用水域の水質保全のため、設置に向けた周知に努め水洗化率の向上に努めます。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画） 

① 投資・財源に関する目標値 

上記「３．経営の基本方針」をもとに、計画的かつ合理的な個別排水処理事業の経営を推進して

いくため、以下の目標値を設定しました。 

 

 

 

【投資の目標値の考え方】 

投資に関しては、汚水処理人口普及率と接続率を目標水準として設定します。 

汚水処理人口普及率は、生活排水を下水道施設で適正に処理できる地域を拡充するために数値

目標として掲げることとし、計画期間の最終年度である令和 16 年度に下水道全体で 90.6％に達する

ことを目指します 

接続率は、生活排水の適正処理に加え、既に下水道が普及した地域において実際に下水道に接続

して頂くことで使用料収入を確保するために数値目標として掲げることとします。具体的には、最終的に

は 85.0%に到達することを目標とし、令和 16 年度には 75.0%に達することを目標とします。 

 

【財源の目標値の考え方】 

財源に関しては、経費回収率を目標水準として設定します。 

経費回収率は、使用料収入で汚水処理費をどの程度賄えているかを示す指標です。理論上は使用

料収入で汚水処理費の全てを賄うことができていることを示す 100%が望ましいですが、全国的にも下

水道事業の経営は厳しいことから、本経営戦略の計画期間内においては、直近令和 5 年度の経費回

収率 60％の維持を目標としました。 

•「汚水処理人口普及率」96.0％以上を達成する。

•「接続率」76.0％以上を達成する。

投資の目標値（令和16年度まで）

•「経費回収率」60.0％以上を達成する。

財源の目標値（令和16年度まで）
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② 投資・財政の見通し 

上記の目標を達成するため、別表②の通り投資・財政の見通し（収支計画）を策定しました。その

際の主な前提条件は、下表の通りです。 

 

図表：主な前提条件 

収益的収支 

収支項目 シミュレーションの主な前提 

収

入 

使用料 設置基数の推計に１基当たり年間使用料を乗じて推計 

■設置基数 

過年度の増減傾向および町全体の人口動向に基づき推計 

■1 基当たり年間使用料： 

過年度の傾向に基づき推計 

他会計繰入金 総務省が示す算定基準を踏まえ基準内繰入額を推計 

その他 過去の実績を踏まえ、直近 5 年平均値で推移すると推計 

支

出 

その他 過去の実績を踏まえ、直近 5 年平均値で推移すると推計 

支払利息 令和５年度までに発行した地方債の支払利息に、令和６年度以降に発行を

予定している地方債の支払利息を加味して推計 

なお、将来発行予定分は現在の発行条件を参考に利息の予定額を推計 

資本的収支 

収支項目 シミュレーションの主な前提 

収

入 

地方債 更新投資について、財源の 95％を地方債で賄うものとして推計 

他会計繰入金 総務省が示す算定基準を踏まえ基準内繰入額を推計 

基準内繰入金を考慮しても、なお、財源の合計が収益的支出と資本的支出

の合計に不足する額を、基準外繰入金として推計 

国 （ 都 道 府

県）補助金 

見込んでいない。 

その他 過去の実績を踏まえ、直近 5 年平均値で推移すると推計 

支

出 

建設改良費 過去の投資状況や今後の計画内容を踏まえ、個別に推計 

地方債償還金 令和５年度までに発行した地方債の償還元金に、令和６年度以降に発行を

予定している地方債の償還元金を加味して推計 

なお、将来発行予定分は現在の発行条件を参考に償還の予定額を推計 

その他 過去の実績を踏まえ、直近 5 年平均値で推移すると推計 
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（２）投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

農業集落排水処理、公共下水道処理区以外での水洗化図るため今後も浄化槽を設置してい

きます。町設置型浄化槽については、耐用年数が到来した浄化槽については、順次更新していく計

画としています。 

また、個人や団地等から町に譲渡され管理している浄化槽については、供用開始から３０年以

上経過している施設があるため、計画的な修繕により経費の抑制に努めます。 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

人口減少により長期的には使用料収入増の維持は困難な状況ではありますが、収納率の向上

及び水洗化の促進に努め、長期的に安定した公共サービスを運営していくためにも、健全な経営基

盤を築く必要があることから、長期的に適正な使用料のあり方について検討を進めます。また、上記の

更新投資にかかる計画については、企業債の借入を充てる計画としています。また、経費を削減した

上で、一般会計からの繰入金について算定しています。令和 14 年以降は、更新投資の金額がやや

大きくなることが見込まれており、減価償却等の汚水資本費の増加が令和 15 年度以降見込まれる

ことから、令和 14 年度までと比較すると繰入金が増加する見込みです。 

 

図表：繰入金の推移（単位：百万円） 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

投資にかかる建設改良費以外の経費のうち大きなものは減価償却費、地方債償還金、そして

支払利息ですが、これらは過去に発行してきた地方債と将来発行する地方債の額によるため、こ

れまで発行してきた地方債、並びに上記「① 収支計画のうち投資についての説明」の通り既存資

産の更新投資のための地方債をもとに算出しました。減価償却費については、法定耐用年数を基

礎として算出しています。また、基数の大幅な増加は見込んでいないことから、委託料・修繕費等

の基数に比例して増加すると見込まれる費用については、一定の金額で推移することを前提として

見込んでいます。 

 

④ 投資・財政計画（収支計画）のポイント（未了） 

収支計画を策定した結果、計画期間内は収支均衡する見込みとなりましたが、これは一般会

計繰入金全体の５割程度の基準外繰入金が見込まれていることによるところが大きいといえます。

収入全体に対する基準外繰入金の割合は 1.5 割程度とそれほど割合はたかくないものの、一般

会計への過度な依存は望ましくないことから、今後、本経営戦略の見直しにおいて繰入金以外の

収支改善策を検討する必要があります。計画期間内における総収支と繰入金の見通しは下図

の通りです。 

 

図表：総収支と繰入金の見通し（単位：百万円） 

 

経費回収率は、70％前後で安定的に推移する予定です。しかし、本来は使用料収入で汚水処理

費をまかなう状況である 100％であることが望ましいことから、今後人口が減少していく中で、少しでも経

費回収率が上昇するよう、維持管理費の見直しを随時行います。 

収支計画に未反映の取組や今後検討予定の取組は「（３）投資・財政計画（収支計画）に未
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反映の取組や今後検討予定の取組の概要」 に記載の通りです。 

 

図表：経費回収率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 投資についての検討状況等 

個別排水処理について、現状の新規投資計画はありません。今後更新投資等、必要に応じて順次

更新をしていきます。 

 

② 財源についての検討状況等 

設置基数の増加により、維持管理費用が増加しており、長期的に安定した公共サービスとして運営

していくためにも健全な経営基盤を築く必要があることから、適正な使用料のあり方について検討を進

めます。 

 

③ 財源についての検討状況等 

投資にかかる建設改良費以外の経費についても、削減の努力を行い、各種の取組について検討し

ていきます。具体的には、現在利用している民間委託を継続しつつ、事業に有益になる民間活力の方

策が見込まれる際には、適宜検討いたします。また、効率的な設備の運営により、動力費の削減を目

指します。また電力自由化等に伴う経費削減について検討します。なお、近年の物価高騰を鑑み、動

力費については、価格高騰を反映すべく直近令和５年度の費用を用いて推計しています。 
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５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、最低でも５年ごとに見直し（ローリング）を行うこと

によりＰＤＣＡサイクルを効果的に回して、本経営戦略の事後検証、更新を行います。 



  

 

 

別表①：令和５年度経営比較分析表 

 



  

 

 

別表②：投資・財政計画（収支計画） 

 【収益的収支】 

 
 

 

 

 



  

 

 

【資本的収支】 



別表③：原価計算表

供用開始年月日 平 成 18 年 6 月 18 日

処理区域内人口 1,383人

計算期間 自2025年4月至2034年3月

（10年間）

　最近１箇年

　間の実績

投資・財政計画

計上額（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

使用料対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

18,556 21,509 21,509

0 0 0

0 0 0

18,556 21,516 0 21,509

　最近１箇年

　間の実績

投資・財政計画

計上額（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

使用料対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

3,746 5,390 5,390

838 932 932

2,278 2,610 2,610

0 0 0

12,968 14,417 14,417

933 1,037 1,037

20,763 24,386 0 24,386

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

0 0 0

0 0 0

259 288 288

905 1,006 1,006

1,164 1,294 0 1,294

1,288 975 975

24,814 24,758 14,978 9,780

0 0 0

26,102 25,733 14,978 10,755

48,029 51,413 14,978 36,435

0

36,435

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.59

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使用料対象経費（Y）＋（Z）

処理区域内人口が約1,300人規模と小規模であり、関連費用の負担が大きく、使用料収入では負担しきれていない現状がある。地理的に集落が点在しており、処理区が

複数必要であることから、処理区域内人口に対して費用が多額になる。今後は50％程度となっている接続率を上昇させるために、PR等の推進に努めながら、委託費等の見

直しによる費用削減をすすめていく。
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合 計

支　　出　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

受 託 工 事 収 益

原価計算表

収　入　の　部

項 目

金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)


